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特集報文：道路橋示方書の改定 

Ⅴ耐震設計編の改定と関連する調査研究 

大住道生・岡田太賀雄
 

1．はじめに1 

 本稿では、7月に改定された橋、高架の道路等

の技術基準についてⅤ耐震設計編（以下「Ⅴ編」

という。）の規定および従来の基準からの変更内

容について主なものを紹介する。 

2．Ⅴ編の構成 

 Ⅴ編はⅠ編に規定される橋に要求される性能の

うち、地震の影響に特有の事項およびそれを実現

するための上部構造、下部構造、上下部接続部、

およびそれらを構成する部材等に関する事項が規

定されている。 

Ⅴ編の構成を図 -1に示す。1章総則には設計の

前提となる事項等が規定されている。2章には耐

震設計の基本として、2.1に耐荷性能とその他使

用目的との適合性を達成するために必要な性能

（フェールセーフ）を求めることが、2.2以降に耐

荷性能に関する基本事項、照査方法、考慮する状

況（作用）、および状態（抵抗）の考え方が規定

されている。3章および4章には具体に考慮すべ

き作用の特性値、5章には構造解析手法が規定さ

れ、6章には地震の影響を考慮する状況における

部材等の限界状態の設定の考え方が新たに規定さ

れている。7章には地盤の液状化について、また、

8章から14章には部材および構造形式ごとに特有

の事項が規定されている。 

図-1 Ⅴ耐震設計編の構成 

──────────────────────── 
Overview of the Revised Specifications for Highway 
Bridges、PartⅤ  Seismic Design 

なお、耐荷性能とその他使用目的との適合性を

達成するために必要な性能が規定されたことに伴

い、これまでの示方書で規定されていた「耐震性

能」の概念は発展的に解消されている。「耐震性

能」は、橋の供用期間中に発生する地震に対して、

地震後に求められる機能を有している橋の状態を

指す用語として用いられていた。今回の改定では、

地震の影響を含む橋が置かれる状況に対して、橋

があるべき状態にとどまることを所要の信頼性で

実現できることが橋の耐荷性能と定義されている。 

3．架橋位置と形式選定において考慮する事項 

 平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震や

2004 年インドネシア・スマトラ島沖地震におい

ては、地震後に発生した極めて大きな津波により

橋桁が流出する等の被害が生じた。また、平成

20 年（2008年）岩手・宮城内陸地震においては

橋の周辺で生じた大規模な斜面崩壊により、

1999 年に発生したトルコ・コジャエリ地震や台

湾・集集地震では大規模な断層変位により、それ

ぞれ落橋という致命的な被害が生じた。さらに、

平成28年（2016年）熊本地震では、地震動の影

響だけではなく、断層変位や斜面崩壊等の影響に

より、橋の通行機能を確保できなくなった事例が

生じた。 

津波、断層変位、斜面崩壊等の影響については、

橋の設計に取り入れるために必要なこれらの事象

の予測技術や影響の評価方法等が工学的に確立さ

れておらず、設計計算で評価できる手法として確

立されていない。また、設計で考慮する地震動に

対して耐震設計された橋は、これらの事象に対し

てもある程度までは抵抗することができると考え

られるものの、極めて大きな作用に対してまで抵

抗することは困難であり、また、これらの極めて

大きな作用には対策にも限界がある。 

そのため、津波、断層変位、斜面崩壊等につい

ては、橋に作用する具体的な影響を評価する手法

は規定されておらず、耐荷性能の照査の前提とし

てこれらの影響を受けないよう架橋位置又は橋の
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形式の選定を行うことが標準的な対応となること

が新たに規定されている。ただし、道路のような

線状の施設では、やむを得ずこれらの影響を受け

る架橋位置又は橋の形式となることも想定される。

その場合には、少なくとも致命的な被害が生じに

くくなるような構造とする等、地域の防災計画等

とも整合するために必要な対策を講じなければな

らないと規定されている。 

架橋位置の選定に際して断層変位を考慮する場

合の手順を図-2に示す。ここで、断層変位のよう

に不確実性の大きな事象に対しては、調査にも限

界があり、不確実性を踏まえて対策を行うべきこ

と、橋の機能回復措置の方策を設計段階において

考慮し、ソフト及びハードの両面から対策をとる

ことも有効とされている。 

図-2 断層変位を考慮する場合の手順  

4．フェールセーフ 

上下部接続部に支承を用いる場合、耐荷性能を

確保した上で、仮に支承部の破壊を想定したとし

ても、下部構造が不安定とならず、上部構造を支

持することができる構造形式とすることが新たに

規定されている。これは、熊本地震において、両

端が橋台で支持され、中間支点が水平力支持機能

を有さず、かつ水平方向の拘束が失われると自立

できない構造であるロッキング橋脚で支持された

橋が、図-3に示すように橋台上の支承部の破壊に

より水平力支持機能を失い、上部構造の落下に

至った事例が生じた1)ことを教訓に規定されてい

る。支承部に破壊が生じたとしても上部構造の落

下に対する安全性を高めるという観点から、これ

までの示方書でも、下部構造や落橋防止システム

について規定されてきた。これらは、地震の影響

により橋を構成する部材に破壊が生じるような状

態となったとしても、少なくとも、下部構造は自

立して安定を失わず最低限上部構造を支持する状

態を確保できることが前提条件とされてきており、

今回の改定では、この設計思想が明確化されてい

る。 

また、落橋防止システムについては、橋軸方向、

橋軸直角方向、水平面内での回転方向のそれぞれ

の方向に対して独立して働くシステムから構成さ

れることが規定されている。これに伴い、橋軸直

角方向に対しては、橋軸方向に準じて算出される

必要桁かかり長を確保する必要があることが規定

されている。 

図-3 ロッキング橋脚を有する橋梁の落橋メカニズム例  

5．解析手法 

慣性力による応答値の算出にあたっては、動的

解析を用いることが標準とされ、あわせて静的解

析は適用できる条件が規定されている。これまで

の示方書では、地震時の挙動が複雑ではない橋に

対して静的解析を用い、地震時の挙動が複雑な橋

に対して動的解析を用いることが規定されていた

が、今回の改定では、橋の地震応答の評価に動的

解析が一般的に用いられるようになっていること

を踏まえて動的解析による照査を標準とし、地震

時の挙動が複雑ではない橋に対しては、静的解析

による照査を行ってもよいとされている。 

6．接合部 

部材に接合部を設ける場合、接合部を有する部

材を一つの部材として所要の耐荷性能を発揮させ

ることができるためには、接合後の部材全体とし

ての限界状態とその一部である接合部の限界状態

の関係が適切に制御されている必要があることが

規定されている。接合部の設計の考え方は、基本
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的に各編と同様であるが、地震の影響を考慮する

場合には部材の限界状態の設定の考え方と同様に、

載荷の繰返しの影響を適切に考慮したうえで、接

合部の限界状態や限界状態と関連付けられる特性

値及び制限値を設定する必要がある。 

7．液状化 

液状化の判定法が部分的に見直された。東北地

方太平洋沖地震における液状化の実態に基づき、

新たな地盤調査・室内試験データを数多く取得し、

図-4に示すように細粒分を含む砂の液状化強度式

が見直された2)。液状化が生じた場合の地盤反力

係数等について、より合理的な評価が可能となっ

ている。 

 (a) H24道示       (b) H29道示 

図-4 試験データと新旧液状化強度式  

8．限界状態、特性値、制限値 

Ⅴ編では、地震の影響を考慮する状況において、

部材等の塑性化を期待する場合の限界状態2及び

限界状態3が規定され、また各限界状態に対応す

る特性値、制限値が設定されている。ここでは、

それらの指標として具体的に示された鉄筋コンク

リート橋脚と鋼製橋脚の塑性変形能について紹介

する。 

（1）鉄筋コンクリート橋脚 

 鉄筋コンクリート橋脚の塑性変形能の特性値は、

実験結果3)と限界状態に相当する水平変位の算定

値との関係を考慮して設定された。表-1に鉄筋コ

ンクリート橋脚の限界変位の実験値と算定値を比

較した結果の統計値、図-5に統計値の頻度分布を

示す。ここで、鉄筋コンクリート橋脚の各限界状

態は、最外縁の軸方向引張鉄筋位置において軸方

向鉄筋の引張ひずみが鉄筋コンクリート橋脚の各

限界状態に相当する引張ひずみに達するとき又は

最外縁の軸方向圧縮鉄筋位置においてコンクリー

トの圧縮ひずみが限界圧縮ひずみに達するときの

いずれか先に生じるときの状態としており、表-1

にはそれら限界ひずみ別の統計値も記載している。

鉄筋コンクリート橋脚の各限界状態に相当する水

平変位の特性値には、補正係数1.3を乗じること

とされているが、これは実験結果が水平変位の算

定式を1.3倍程度上回ったことを考慮し設定され

たものである。また、水平変位の算定式のもつ不

確実性等を考慮し、これまでの示方書による場合

と概ね同等の安全余裕が得られるように、各限界

状態に対応する制限値が設定されている。 
 
表-1 鉄筋コンクリート橋脚の限界変位(実験値 /算定値)

の統計値  

 

 (a) 限界状態2(全体) 

 (b) 限界状態3(全体) 
図-5 鉄筋コンクリート橋脚の塑性変形能の頻度分布  

 

（2）鋼製橋脚 

 鋼製橋脚の塑性変形能の特性値は、実験結果と

鋼材及びコンクリートの応力度－ひずみ曲線並び
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に鋼材の限界ひずみを用いて算出した変位の算定

値との関係を考慮して設定されている。例として

表-2にコンクリートを充填しない鋼製橋脚の限界

変位の実験値と算定値を比較した結果の統計値、

図 -6に統計値の頻度分布を示す 4),5)。コンクリー

ト充てんの有無に関わらず、鋼製橋脚の各限界状

態に相当する水平変位の特性値には、補正係数

1.3を乗じることとされているが、これは実験結

果が水平変位の算定式を1.3倍程度上回ったこと

を考慮し設定されたものである。また、水平変位

の算定式のもつ不確実性等を考慮し、これまでの

示方書による場合と概ね同等の安全余裕が得られ

るように、各限界状態に対応する制限値が設定さ

れている。なお、これまでの示方書では、上部構

造慣性力作用位置での鋼製橋脚の塑性変形能を算

定するにあたって、鋼材の曲げモーメント－曲率

関係及び許容ひずみが規定されていた。今回の改

定では、曲げモーメント－曲率関係から算出され

る変位量と実験結果から得られる変位量とを比較

し、その結果得られた算定式のばらつき等が考慮

されている。 

 

表-2 鋼製橋脚の限界変位(実験値 /算定値)の統計値  

 

図-6 コンクリートを充てんしない鋼製橋脚の塑性
変形能の頻度分布（限界状態2）  

9．おわりに 

 熊本地震では道路橋も被害を受けたが、地震動

の特性値は従来の値が踏襲されている。これは、

熊本地震で観測された地震動の加速度応答スペク

トルの検証を行った結果、従来のレベル2地震動

タイプⅡと同程度と評価されたこと、及びレベル

2地震動タイプⅡが導入された後の基準を適用し

て設計された道路橋の被害状況が分析された結果、

ほとんどの橋は性能を満足しており、性能を満足

しなかった橋の被害は地震動の影響だけでなく地

盤変状に伴う下部構造の移動の影響が加わって生

じた被害であると評価されたことによる6)。 

Ⅴ編では、塑性化を期待する部材等の制限値等

の設定根拠に土木研究所等の研究成果が用いられ

た。また、地震被害等を踏まえ、新たに架橋位置

と形式選定において考慮する事項等の規定が拡充

された。しかし、地震の影響についてはまだ十分

には解明されておらず、限られた知見をもとに設

計を行っているということに変わりはない。引き

続き安全な道路橋を経済的に実現するための手法

などについて、研究開発を行っていく予定である。 
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限界変位
コンクリートを充て
んしない鋼製橋脚
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標準偏差 0.18
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